
－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

平成30年度決算にかかる一般会計等財務４表（概略版）は、下記のとおりです。

１．一般会計等財務４表（概略版）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 214,256,093 固定負債 44,658,845

有形固定資産 200,232,524 流動負債 3,169,197
事業用資産 99,395,149
インフラ資産 99,583,960
物品 1,253,414

無形固定資産 -
投資その他の資産 14,023,570

流動資産 12,254,155
47,828,042

【純資産の部】
固定資産等形成分 224,116,340
余剰分（不足分） △ 45,434,133

178,682,206
226,510,249 226,510,249

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

（単位：千円）

経常費用 32,620,063

業務費用 19,848,300

人件費 4,774,534

物件費等 13,488,629

その他の業務費用 1,585,137

移転費用 12,771,763

経常収益 1,353,250

純経常行政コスト 31,266,813

臨時損失 2,914,829

臨時利益 1,825

純行政コスト 34,179,817

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（単位：千円）

前年度末純資産残高 177,473,684

純行政コスト（△） △ 34,179,817

財源 28,506,027

税収等 20,132,232

国県等補助金 8,373,795

本年度差額 △ 5,673,790

本年度純資産変動額 1,208,523

本年度末純資産残高 178,682,206

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 25,501,963

業務収入 25,673,197

臨時支出 2,914,829

臨時収入 2,724,695

業務活動収支 △ 18,900

【投資活動収支】

投資活動支出 12,475,026

投資活動収入 8,542,426

投資活動収支 △ 3,932,600

【財務活動収支】

財務活動支出 2,948,322

財務活動収入 5,931,400

財務活動収支 2,983,078

△ 968,422

3,333,220

2,364,798

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

平成30年度末の資産残高は226,510,249千円となり、対前年度比＋3,748,011千円の増となりました。

平成30年度末の負債残高は47,828,042千円となり、対前年度比＋2,539,488千円の増となりました。

この結果、平成30年度末の純資産残高は178,682,206千円となり、対前年度比＋1,208,522千円の増

となりました。

226,510,249

47,828,042

178,682,206

222,762,238

45,288,554

177,473,684

資産

負債

純資産

２．資産・負債・純資産の推移

H30 H29 （千円）



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（１）事業用資産

固定資産のうち、市の庁舎や学校、公民館、市営住宅など公共サービスに供される資産です。

平成30年度末の残高は99,395,149千円となり、対前年度比＋10,497,971千円の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備によるものです。

（２）インフラ資産

固定資産のうち、道路や河川、上下水道など社会基盤となる資産です。

平成30年度末の残高は99,583,960千円となり、対前年度比△900,949千円の減となりました。

道路整備の進捗により取得価格は増となった一方で、減価償却累計額の増がこれを上回ったことから、結果と

して前年度と比較して減となりました。

※減価償却累計額とは・・・

市の保有する資産に係る減価償却費（資産取得に要した支出を、その資産が使用できる期間（耐用年

数）にわたって費用配分したもの）の累計額のことを言います。この値が資産の取得価格に比して高い場合

は、資産の老朽化が進んでいることを表します。

（３）投資その他の資産

固定資産のうち、有価証券や出資金、基金（流動資産に属するものを除く）などの資産です。

平成30年度末の残高は14,023,570千円となり、対前年度比△5,279,240千円の減となりました。

減の主な要因は、復旧・復興事業等に充てるため、基金（特定目的基金）を取崩したことによるものです。

（※基金（特定目的基金）の平成30年度末現在高：12,777,932千円（対前年度比△5,244,850

千円））

（４）流動資産

現金預金や基金（財政調整基金・減債基金）などの資産です。

平成30年度末の残高は12,254,155千円となり、対前年度比△455,606千円の減となりました。

減の主な要因は、震災復興特別交付税の過年度交付分の精算や、子ども・子育て基金を創設したことや産

業振興基金への積み立てを行ったこと等により財政調整基金を取崩したことによるものです。（※財政調整基

金の平成30年度末現在高：6,863,108千円（対前年度比△671,492千円）

99,395,149

99,583,960

14,023,570

12,254,155

88,897,178

100,484,909

19,302,810

12,709,761

事業用資産

インフラ資産

投資その他の資産

流動資産

３．資産の推移（主な項目別）

H30 H29 （千円）
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平成30年度末の資産の内訳は、上記のとおりです。

「有形固定資産」（「事業用資産」、「インフラ資産」、「物品」を加えた資産）の割合が全体の88.5％を占め

ています。

また、この中でも道路や河川などの社会基盤を指す「インフラ資産」が最も高い割合となっています。

「投資その他の資産」の割合は全体の6.2％となっていますが、このうち基金（特定目的基金）の額は

12,777,932千円で、「投資その他の資産」の91.1％を占めています。基金の残額は、東日本大震災復興

交付金基金や東日本大震災復興基金など復旧・復興事業へ充当するために設置した特定目的基金により

東日本大震災以後、一時的に増加しましたが、復旧・復興事業の進捗に伴い毎年度減少しており、今後も

継続して減少することが見込まれます。また、「投資その他の資産」の割合もこれに伴って減少することが見込ま

れます。

「流動資産」の割合は全体の5.4％となっていますが、このうち基金（財政調整基金・減債基金）の額は

9,830,655千円で、「流動資産」の80.2％を占めています。

99,395,149
43.9%99,583,960

44.0%

1,253,415
0.6%

14,023,570
6.2%

12,254,155
5.4%

４．資産の内訳

事業用資産 インフラ資産 物品 投資その他の資産 流動資産

（千円,％）
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（１）固定負債

地方債や退職手当引当金などの負債です。

平成30年度末の残高は44,658,845千円となり、対前年度比＋2,612,614千円の増となりました。

このうち「地方債」の額は39,544,941千円となり、対前年度比＋3,057,032千円の増となりました。

「地方債」の増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備や、復興関連事業に伴うインフラ整備などにより発

行した地方債の増によるものです。

（２）流動負債

地方債（１年以内償還予定のもの）や賞与等引当金などの負債です。

平成30年度末の残高は3,169,197千円となり、対前年度比△73,126千円の減となりました。

減の主な要因は、過去に借入れた地方債の償還終了により、次年度に償還すべき地方債の額が減少したこと

によるものです。

44,658,845

3,169,197

42,046,231

3,242,323

固定負債

流動負債

５．負債の推移（主な項目別）

H30 H29 （千円）



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

６．住民一人当たり貸借対照表

一般会計等財務書類における貸借対照表を市民一人当たりで表したものです。

平成30年度末現在における市民一人当たりの資産額は4,324千円、負債額は913千円、純資産額は

3,411千円となりました。

（平成31年3月31日現在の人口：52,379人）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,089 固定負債 853

有形固定資産 3,821 地方債 755
事業用資産 1,897 長期未払金

土地 789 退職手当引当金 87
立木竹 55 損失補償等引当金
建物 2,260 その他 11
建物減価償却累計額 △ 1,305 流動負債 60
工作物 205 1年内償還予定地方債 54
工作物減価償却累計額 △ 113 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金 6
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他 913
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 6 固定資産等形成分 4,278

インフラ資産 1,901 余剰分（不足分） △ 867
土地 55
建物 6
建物減価償却累計額 △ 3
工作物 4,322
工作物減価償却累計額 △ 2,652
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定 173

物品 118
物品減価償却累計額 △ 95

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産 268
投資及び出資金 14

有価証券 8
出資金 6
その他

投資損失引当金
長期延滞債権 3
長期貸付金 7
基金 244

減債基金
その他 244

その他
徴収不能引当金

流動資産 235
現金預金 45
未収金 1
短期貸付金 1
基金 188

財政調整基金 131
減債基金 57

棚卸資産
その他
徴収不能引当金 3,411

4,324 4,324

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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行政コスト計算書における経常費用の内訳は、上記のとおりです。

職員給与費や議員報酬など≪ヒトにかかるコスト≫である「人件費」は4,774,534千円となり、経常費用全体

の14.6％を占めています。

物件費や維持補修費、資産の減価償却費など≪モノにかかるコスト≫である「物件費等」は13,488,629千円

となり、全体の41.4％と経常費用の中で最も大きい割合を占めています。保有する施設数が多い団体ほど、こ

の割合は高い傾向にあります。

地方債償還利息などの「その他の業務費用」は1,585,137千円となり、経常費用全体の4.9％を占めていま

す。

補助金や負担金、社会保障給付費、他会計への繰出金などの「移転費用」は12,771,763千円となり、全

体の39.2％と経常費用の中で２番目に大きい割合を占めています。公営企業会計で実施する復旧・復興事

業にかかる繰出金支出が大きいことも割合が高くなっている要因です。

4,774,534
14.6%

13,488,629
41.4%

1,585,137
4.9%

12,771,763
39.2%

７．行政コスト計算書における経常費用の内訳

人件費 物件費等 その他の業務費用 移転費用

（千円,％）



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

８．純資産の変動内訳

1,208,523

177,473,684

△ 34,179,817

178,682,206

平成30年度中の純資産の変動内訳は、上記のとおりです。

期中の「純行政コスト」（経常費用及び臨時損失から経常収益及び臨時利益を控除した金額）に対し、市

税や地方交付税などの「税収等」及び「国県等補助金」の額が5,673,790千円下回っており、差額分は基金

からの取崩しや地方債の発行等により賄われたことになります。

固定資産等の取得、除却等の変動を加えた「本年度純資産変動額」は1,208,523千円となり、この結果、

本年度末の「純資産残高」は178,682,206千円となりました。

国県等補助金（Ⓓ）

本年度差額（Ⓓ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

本年度純資産変動額（Ⓔ）

本年度末純資産残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

前年度末純資産残高（Ⓐ）

純行政コスト（△）（Ⓑ）

税収等（©）

項　　　目 金　額（千　円）

20,132,232

8,373,795

△ 5,673,790



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

９．資金収支の内訳

金　額（千　円）項　　　目

投資活動収支（©）

投資活動収入

投資活動支出（△）

△ 3,932,600

8,542,426

△ 12,475,026

前年度末資金残高（Ⓐ） 3,333,220

△ 18,900業務活動収支（Ⓑ）

△ 28,416,792業務支出及び臨時支出（△）

28,397,892業務収入及び臨時収入

本年度資金収支（Ⓔ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

2,364,798本年度末資金残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

平成30年度中の資金収支の内訳は、上記のとおりです。

「業務活動収支」は△18,900千円となりました。マイナスとなった主な要因は、公営企業会計で実施する復

旧・復興事業にかかる繰出金支出が多額となったことなどによるものです。

「投資活動収支」は△3,932,600千円となりました。マイナスとなった主な要因は、中心市街地拠点施設整

備事業をはじめとする市単独の建設事業が多額となったことによるものです。

「財務活動収支」は＋2,983,078千円となりました。地方債の償還支出を新規発行額が上回ったことになり

ますが、中心市街地拠点施設整備事業にかかる合併特例債の発行が増となったことが大きな要因となりまし

た。

△ 968,422

財務活動収入

財務活動支出（△）

2,983,078

5,931,400

△ 2,948,322

財務活動収支（Ⓓ）



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（1）歳入額対資産比率＜資産合計／歳入合計＞

（単位：年）

H29 H30 増減

4.0 4.9 0.9

（2）資産老朽化比率＜償却資産減価償却累計額／償却資産取得価格等＞

（単位：％）

H29 H30 増減

60.6 60.0 △ 0.6

（3）純資産比率＜純資産／資産＞

（単位：％）

H29 H30 増減

79.7 78.9 △ 0.8

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとしての資産が、

歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

平成30年度の当該数値は4.9年となりました。

分子である資産合計は対前年度比＋3,748,011千円の増、分母である歳入合計は対前年度比△

9,133,976千円の減となったことから、結果として対前年度比で＋0.9年の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備などにより資産が増となった一方、国県支出金の減などにより歳

入合計が減となったことによるものです。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することで、耐用年数

に対して資産の取得からどの程度経過（老朽化）しているのかを全体として把握することができます。

１０．主な指標の推移

資産合計に占める、純資産の比率を表します。企業会計における自己資本比率に相当するもので、この比率

が高いほど、財政状態が健全であるといえます。

平成30年度の当該数値は78.9％となりました。

分子である純資産は対前年度比＋1,208,522千円の増、分母である資産は対前年度比＋3,748,011千

円の増と、分子・分母ともに増となりましたが、分母の増の比率が高かったため、対前年度比で△0.8％の減と

なりました。

減の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備などによる地方債（負債）の増によるものです。

平成30年度の当該数値は60.0％となりました。

分子である減価償却累計額は対前年度比＋6,722,523千円の増、分母である償却資産の残高（簿価）

は対前年度比＋15,097,507千円の増となりましたが、分母の増の比率が高かったため、対前年度比で△

0.6％の減となりました。

復旧・復興事業により施設整備が進んでいる一方で、償却資産の老朽化が進んでいることから、比率改善を

継続するために、施設の適正配置や計画的な更新等が求められます。



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（4）社会資本形成における将来世代の負担割合＜地方債／有形・無形固定資産＞

（単位：％）

H29 H30 増減

14.6 15.5 0.9

（５）行政コスト対税収等比率＜純行政コスト／税収等＞

（単位：％）

H29 H30 増減

130.3 119.9 △ 10.4

（６）受益者負担の割合＜経常収益／経常費用＞

（単位：％）

H29 H30 増減

3.4 4.1 0.7

平成30年度の当該数値は4.1％となりました。

分子である経常収益は対前年度比△7,290千円の減、分母である経常費用は対前年度比△7,032,815

千円の減となり、＋0.7％の増となりました。

増の主な要因は、経常収益の減に比して、平成28年台風10号にかかる災害復旧事業の減などにより、分母

となる経常費用の減が大きくなったことによるものです。

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のうち、どれだけ

が資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握することができます。この比率が100％に近づくほど

資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表しま

す。

平成30年度の当該数値は119.9％となりました。

分子である純行政コストは対前年度比△9,168,460千円の減、分母である税収等は対前年度比△

4,764,096千円の減となり、対前年度比で△10.4％の減となりました。

減の主な要因は、国県等補助金の減（対前年度比△4,793,086千円）などによるものです。

行政コスト計算書の経常収益は、使用料や手数料などの行政サービスに対する受益者負担の金額を指すこと

から、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することが

できます。

平成30年度の当該数値は15.5％となりました。

分子である地方債は対前年度比＋3,135,381千円の増、分母である有形・無形固定資産は対前年度比

＋9,482,857千円の増と、分子・分母ともに増となり、対前年度比で＋0.9％の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備による有形固定資産の増によるものです。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）を

算出することにより、社会資本等形成にかかる将来世代の負担の比重を把握することができます。



－　平成30年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（７）基礎的財政収支

　＜支払利息支出を除く業務活動収支＋基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支＞

（単位：千円）

（８）債務償還可能年数

　＜将来負担額－充当可能基金残高／経常一般財源等（歳入）－経常経費充当財源等＞

（単位：年）

H29 H30 増減

旧算定式 14.1 △ 6.1

新算定式 7.2 0.8

実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が償還財源の何年分あるかを

示す指標で、経常的な業務活動の黒字分を債務の償還に充当した場合に、何年で現在の債務を償還できる

かを表す理論値です。債務償還能力は、債務償還可能年数が短いほど高く、債務償還可能年数が長いほど

低いといえます。

※総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年8月改定）」により、当面は決算統計の経

常一般財源等（歳入）と経常経費充当財源等（歳出）の収支を用いて算出（新算定式）することとされ

ました。

平成30年度の当該数値は8.0年となりました。

上述のとおり、今回より算出方法が変わっているため、従前の算出方法（旧算定式）による年数と比較すると

前年度比△6.1年の減となりましたが、平成29年度を新算定式で算出すると7.2年となり、それと比較すると

＋0.8年の増となります。

増の主な要因は、地方交付税の減（前年度比△229,193）による経常一般財源等（歳入）の減による

ものです。

8.0

支払利息支出を除く業務活動収支と基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支の合算を算出することに

より、地方債等の元利償還額等を除いた支出や地方債発行収入等を除いた収入のバランスを示す指標で、こ

のバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の

比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。

平成30年度の当該数値は△8,409,292千円となりました。

業務活動収支については対前年度比＋2,211,322千円の増となったものの、投資活動収支は対前年度比

△1,541,200千円の減となり、対前年度比で＋670,122千円の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備費が増加した一方で、平成28年台風10号にかかる災害復旧

事業が減となったことによるものです。地方単独事業による大規模な建設事業や災害復旧事業を実施する場

合、多額の地方債を必要とするため、基礎的財政収支の赤字が一時的に増加しますが、事業の終了とともに

赤字は減少に転じる見込みです。

670,122

増減

△ 8,409,292

H30

△ 9,079,414

H29


